
番号 事業名 事業概要

実施計画額

上段：事業費（円）

下段：活用額（円）

成果目標 担当課

266,430,000

266,430,000

42,000,000

33,600,000

16,500,000

13,200,000

49,100,000

39,200,000

7,900,000

6,200,000

239,200,000

119,200,000

40,052,000

2,500,000

1,750,000

1,400,000

49,000,000

39,200,000

21,122,000

16,800,000

102,100,000

10,512,000

835,154,000

548,242,000

合計

物流網の維持

（令和6年3月31日時点）

①貨物車両台数600台以上

②ＲＯＲＯ船1隻

①省エネエアコン導入件数　30件以上

②省エネ冷蔵庫導入件数　150件以上

③省エネ給湯器導入件数　35件以上

コロナ禍において直面するエネルギー価格など物価高騰への支援策とし

て、省エネ効果の高いエアコン・冷蔵庫・給湯器の買い替え費用を一

部助成することにより市民生活を支援するとともに、一般家庭での

CO2排出削減を通じて当市のゼロカーボンを推進する。

コロナ禍においてエネルギー価格・燃料費の高騰が長期化する中、厳

しい経営状況にある物流事業者の負担軽減に取り組むことで、経営

安定化と本市物流網の維持を図る。

こども課児童10,000名分の支給

コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け

る子育て世帯に対し、生活の支援を行うために給付金の支給を行い、

経済的負担の軽減を図る。

10

物流事業者燃料高騰等対策事業（第３

期）

省エネ家電買替促進事業 環境政策課

11 物価高騰対策子育て応援給付金給付事業

商工港湾課

商工港湾課

9

本事業による資金繰り支援が経営安定に役立ったと回答した事業者

の割合90％（アンケート調査を実施）

本事業による支援が企業力向上に役立ったと回答した事業者の割合

80％（アンケート調査を実施）

7

8

中小企業等各種資金利子補給事業

中小企業成長促進事業

利子補給を行うことによって、コロナ禍及びエネルギー価格・物価高騰

等によって経営に影響を受けた市内中小企業等の資金繰りを支援

し、経営安定及び雇用の維持を図る。

コロナ禍において直面するエネルギー価格・物価高克服を目的に、物

価高騰の影響を受けている中小企業や小規模事業者の「人材育成

を含めた企業力向上の取り組み」を支援し、生産性向上や他分野へ

の新規進出を推進する。

商工港湾課

①漁業経営の安定化

②事業継続率100％
林業水産課

6 応援消費プレミアム付商品券発行事業

コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け

た生活者に対してプレミアム付商品券を発行し、生活の下支えを図る

とともに、消費喚起による経済再生を推進する。

①物価高騰の影響を受けている生活者・事業者の支援及び地域経

済活性化

②商品券の利用世帯12,500世帯

商工港湾課

5 水産業燃油等価格高騰対策緊急支援事業

コロナ禍において燃料費の高騰が長期化する中、影響を受けている漁

業者に対し、燃油価格上昇分の一部を補助することで、漁業経営の

維持・安定化を図る。

①施設園芸農業者等の経営安定化

②事業継続率100％
農業畜産課

4 生産性向上対策事業

コロナ禍においてエネルギー価格等の物価高騰や世界情勢に伴う配合

飼料価格の上昇により、経営に多大な影響を受けている畜産農家を

対象に、農業経営の維持安定を図るための支援を行う。

①畜産農家の経営安定化

②事業継続率100％
農業畜産課

3
施設園芸燃油高騰対策等農業経営支援事

業

コロナ禍が長期化する中、原油価格の高騰によって経営に多大な影

響を受けている施設園芸農業者等を対象に、農業経営の維持安定

を図るため、燃油購入費用の一部を支援する。

2
医療・介護・福祉施設等物価高騰対策支援

事業

コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け

ている「医療・介護・福祉・保育施設等」の経済的負担の軽減を図

り、各種サービスの安定的な提供体制の維持を支援する。

①安定したサービス提供の維持

②事業継続率100％

福祉課

こども課

健康増進課

高齢者あんしん課

福祉課

■令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業

1
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地

方交付金給付事業【低所得者世帯給付金】

コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を大き

く受ける低所得世帯の負担軽減を図るため、給付金を支給する。

令和5年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯10,000世帯へ

の支給


